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令和６年度 事 業 計 画



令和６年度 事業計画

Ⅰ 現状認識

１ 募金実績

令和５年度募金は、近年の募金状況を踏まえ目標額を２５４百万円として取り組
んだ。

５類に移行した新型コロナウイルス感染症への予防対策を引き続き取りながら、各
市町村共同募金委員会を中心に、自治会関係者や民生委員・児童委員、募金ボランテ
ィアなどの協力を得て１０月１日から実施した。

募金活動の実施に当たっては、目標額を達成するために、本会は共同募金委員会に
対する衛生配慮や効果的な活動方法についての情報提供やインターネット募金、遺贈
など多様な募金機会の広報を行うとともに、市町村共同募金員会は募金と助成が循環
するしくみについて説得力のある説明ができるよう募金推進計画を作成し、募金ボラ
ンティアと情報共有を行いながら、県民をはじめ県内の企業、行政、学校等への募金
協力依頼などに加えて、各種イベント募金の実施などに努めた。

また１２月は、市町村共同募金委員会が地域歳末たすけあい運動を実施し、本会は
NHKと協力してNHK歳末たすけあい運動を実施した。

結果は、募金総額が目標達成率９５．９％、対前年度比９８．５％の約２４３百
６０万円の実績と，目標額・前年実績額ともに下回った。内容を見ると、募金種別の
大半を占める戸別募金が約５１９万円、職域募金が約１５９万円減少したが、一方、
街頭募金が約１４５万円、イベント募金が約１０１万円増加しており、新型コロナウ
イルス感染症の５類移行に伴い、市町村共同募金委員会や募金ボランティアが募金活
動に積極的に取り組んだ努力がうかがえるものとなった。

目標額を達成した共同募金委員会は１４市町村、前年度実績を上回った共同募金委
員会は１１市町村であった。

なお、地域歳末たすけあい募金は約２０万円、ＮＨＫ歳末たすけあい募金は約５６
万円といずれも減少した。

２ 主な助成

(1) 広域助成
県域を活動範囲とする福祉団体の広報活動事業等や福祉団体が主催する九州大

会の実施に係る経費の一部を助成するとともに、公募による地域福祉活動事業助
成を実施した。
また、NHK歳末たすけあい募金については、児童福祉施設・グループホーム等の

入居者等に希望の物品を贈呈した。

(2) 全国共通助成テーマや全国キャンペーンの取組
全国共通助成テーマである「つながりをたやさない社会づくり～あなたはひと

りじゃない～」について、令和４年度から県社会福祉協議会と連携して社会的孤
立解消支援事業を進めている。

、 「 （ ）また 中央共同募金会が実施している 赤い羽根 ポストコロナ 新型感染症
社会に向けた福祉活動応援全国キャンペーン」について、生活困窮者への食料や
日用品等の支給などの市町社会福祉協議会等の取り組みに対して助成を行った。
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(3) 災害見舞金及び災害義援金
火災や大雨等により被災した方々に災害見舞金を支給した。
なお、令和５年度は幸いなことに、県内では大規模な災害の発生はなかった。
また、各県等が行う災害義援金募集については、福岡県令和５年７月豪雨災害

や令和６年能登半島地震災害など２５件の募集を行い、それぞれの被災地へ送金
した。なお、令和６年能登半島地震災害については、現在も災害義援金の募集を
継続中である。

(4) 市町村共同募金会等の助成
市町村内の福祉団体への活動助成を行う地域福祉活動助成事業を実施した。
また、地域歳末たすけあい募金については市町村社協に全額助成し、地域の要

援護者等に対する見舞金贈呈事業や地域福祉・在宅福祉サービス事業に充てられ
た。

３ 共同募金に係る普及啓発及び多様な寄付機会提供の取組

(1) 「はねっとシステム」及びホームページ等の活用
「はねっとシステム」及びホームページを通じて、広く県民の方々に募金の活

用状況を理解していただくとともに、令和４年度から実施しているＳＮＳによる
情報発信を今後とも強化する必要がある。

(2) 多様な寄付機会を提供するための取り組み
遺贈・相続寄付の受け入れを促進するため、各種広報媒体で周知に努めたとこ

ろであるが、引き続き、中央共同募金会と連携し受入体制整備や広報を行う必要
がある。

また、新型コロナ下、非接触型の有効な募金手法であるインターネット募金に
ついて、引き続き中央共同募金会と連携して広報に努めるとともに、ＳＮＳ、チ
ラシ等で寄付を働きかけていく必要がある。

Ⅱ 事業方針

人口減少、高齢化の進行により戸別募金の減少傾向は継続するものと考えられるこ
とから、今後とも、住民の理解と参加を得るために丁寧な広報や説明等に努めていく
ほか、企業･行政・学校等へ幅広く募金協力の輪を広げるとともに、新型コロナウイ
ルス感染症の感染状況を見据えつつ、イベント募金や街頭募金等について積極的に取
り組む必要がある。

さらに、インターネット募金や遺贈・相続寄付など各種の募金手法の取組を推進す
るとともに、今後とも、助成結果の周知や評価を進めるなどして、寄付者に寄付と助
成の循環が見えるように努める必要がある。

中央共同募金会の全国共通助成テーマである「つながりをたやさない社会づくり」
や全国キャンペーン（ ポスト・コロナ（新型感染症）社会に向けた福祉活動応援全「
国キャンペーン ）についても県・市町村社会福祉協議会と連携し事業に取り組む。」

また、地域歳末たすけあい募金については、新たな年を迎える時期に様々な福祉
活動を展開するという主旨に沿った助成に努める。

さらに、共同募金は、子どもから高齢者、また個人や企業、職場など多様な寄付
者・支援者の協力により運営されている。これらの協力者・支援者の間で、共同募
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金についてのより適切なイメージが形成されるように常時広報活動を行っていくこ
とが必要であり、ホームページ、ＳＮＳ及び「はねっとシステム」の活用を推進す
ることとしている。

以上のような観点から、次の事項を重点として事業の運営にあたる。

１ 共同募金運動の積極的な実施
２ インターネット募金や遺贈・相続寄付等の多様な寄付機会の提供
３ 適切な助成の実施
４ 全国共通助成テーマや全国キャンペーンの取り組み
５ 地域歳末たすけあい募金及びNHK歳末募金への取り組み
６ ホームページ、SNS及び「はねっとシステム」等を活用した広報活動の充実

Ⅲ 事業内容

１ 共同募金運動の積極的な実施

市町村共同募金委員会は、募金計画、助成計画及び募金を実施する際の募金活動
案をまとめた共同募金推進計画を作成し、募金ボランティアや地域住民に丁寧な説
明を行い、戸別募金の確保に努めるとともに、街頭募金・イベント募金に積極的に
取り組む。

(1) 募金推進計画の策定・周知
募金を財源に実施する施策、募金活動の具体的な取り組み方法などを記した共

同募金推進計画としてまとめ、共同募金は地域の福祉ニーズに基づいた募金運動
であることについて住民の理解促進に努める。

(2) 募金ボランティアや地域住民の共同募金への理解向上
共同募金の社会的意義や役割（特に募金額の大半が地域での福祉活動に使われ

ていること）や寄付の任意性・募金目標額の意味などをチラシ等を活用し、募金
ボランティアと意識共有を図り、寄付者の理解促進に努める。

(3) 新型コロナ感染症への適切な感染予防対策を取りながら、街頭募金・イベント
募金に積極的に取り組む。

２ 多様な寄付機会の提供

いつでも、どこでも寄付することができるよう多様な寄付機会の創出に努める。
特に、遺贈・相続寄付やインターネット募金等について、引き続き、中央共同募

金会と連携し、チラシ、ホームページ、ＳＮＳ等を活用して幅広い広報を行う。

(1) インターネットを活用した募金の受入体制整備
ホームページやＱＲコードを通じて、中央共募と連携した受入体制整備を進め

るとともに、遺贈・相続寄付制度について周知に努める。
(2) 様々な寄付機会の提供

ゴルフコンペ、チャリティグランドゴルフ大会の開催や地域文化祭などでの寄
付の呼びかけなどを行うとともに、店舗等への募金箱設置を働きかける。

(3)「赤い羽根共同募金自動販売機」の設置の推進
公共施設や大型商業施設、商工団体等への設置協力方の推進
観光施設、工事現場など有効な設置場所の開拓や導入の働きかけ
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３ 市町村共同募金委員会の適切な助成の実施

(1) 審査委員会による助成案の作成
助成実施に当たっては、助成希望団体等からの事業計画書の提出を義務付け、

、 。地域での施策の優先度などを勘案し 審査委員会の審査により助成案を作成する
(2) 助成事業の完了確認

事業計画書どおりの事業実施を確認するとともに、地域福祉の向上の観点から
評価を行う。

(3) 助成事業についての広報促進
助成事業は共同募金が財源であることを助成事業者に周知するとともに、助成

事業者は利用者や住民に対して事業中及び事業終了後の広報に努めるよう要請す
る。

４ 全国共通助成テーマや全国キャンペーンの取組

全国共通助成テーマ「つながりをたやさない社会づくり」については、３カ年計
画の最終年度となる県社会福祉協議会が実施する「在住外国人の社会的孤立解消プ
ロジェクト」への助成を引き続き行う。
また、新型コロナ禍の中で福祉活動を行う福祉団体等を応援する全国キャンペー

ンについては、県内市町村社会福祉協議会と連携し積極的に取り組む。

５ 地域歳末たすけあい募金及びNHK歳末たすけあいの取組

市町村共同募金委員会は市町村社会福祉協議会と連携して募金活動を行い、｢新
たな年を迎える時期に、支援を必要とする人たちが地域で安心して暮らすことがで
きるよう、住民の参加や理解を得て様々な福祉活動を展開する｣という本運動の主
旨に沿った助成に努める。また、NHK鹿児島放送局と連携し周知広報や贈呈式を実
施する。

６ 広報活動の充実

住民の理解と参加を促進するため、本運動の意義と役割、募金の使途と助成先を
わかりやすく広報するとともに、各種媒体を活用した広報活動を展開する。
また、ホームページ、ＳＮＳ及び「はねっとシステム」等を広報に活用する。

(1) 認知度を高めるための広報
① 「赤い羽根空の第一便伝達式」等イベントの実施

「赤い羽根空の第一便伝達式」については、地域福祉活動や被災者を支援する
共同募金の必要性を広く県民に訴える広報手段として活用する主旨から開催地
を輪番制として、６年度は「出水市」において実施する。

② マスコミ・懸垂幕等による広報
・ 県社会福祉協議会の広報誌「ふくしのひろば」への共同募金情報掲載
・ ビジョン広告、懸垂幕等の設置
・ 新聞、テレビ等マスコミへの協力依頼
・ 鹿児島中央駅アミュラン等の赤色点灯（１０月、１２月）
・ 各市町村の活動イベントの紹介

③ 共同募金委員会の広報資料の充実

(2) 住民に対する情報提供の充実
① 世帯向けパンフレット（チラシ）の内容充実と回付・配布の徹底
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② ホームページ、ＳＮＳの充実
③ 赤い羽根データベース「はねっと」の周知
④ 市町村広報誌・市町村社会福祉協議会広報紙の活用

(3) 助成に伴う広報
① NHK歳末たすけあい贈呈式の実施
② 助成を受けた団体からの「ありがとうメッセージ」の発信
③ 助成を受けた物品等への赤い羽根の標識・ステッカーの掲示の徹底

(4) 税制上の優遇措置の周知（チラシ、ホームページ、ＳＮＳなど）
① 所得税・住民税の所得控除または税額控除
② 法人税の全額損金算入

７ 社会福祉協議会との協働

地域に配分される募金は、地域福祉活動推進計画などに沿って行われる地域での
事業に使われることから市町村社会福祉協議会と協働し、寄付と助成の循環を目に
見える形にすることが大切である。

(1) 地域福祉活動計画の策定の促進
(2) 共同募金の助成事業であることの表示の徹底
(3) ボランティアの育成

８ 大規模災害等に対する支援の実施

県外における広域大規模災害への支援については、中央共同募金会や都道府県共
同募金会と連携し、災害等準備金の拠出等被災者支援を行う。

(1) 「災害支援制度」の円滑な運用
「災害支援制度」の運用を必要とする災害が発生した場合、災害に即応した支
援を速やかに実施する。そのため災害等準備金を厚生労働省令で定める割合で
積立て、必要に応じて取崩しを行う。

(2) 災害たすけあい義援金募集の実施
県内において、大規模な災害が発生した場合には、県、日本赤十字社鹿児島

県支部等の関係機関と協働して義援金を募集する。
他県の共同募金会等が実施する災害義援金募集についても広報に努める。
これらの義援金の募集については、共同募金委員会でも受け付けるほか、必要

に応じ金融機関に専用の口座を設けるなど住民が協力しやすい環境整備を行う。

９ 民間公益資金の業務受託、受配者指定寄付金

(1) 民間公益助成事業の業務受託
① （公財）中央競馬馬主社会福祉財団
② （公財）車両競技公益資金記念財団
③ その他

(2) 受配者指定寄付金
特定の社会福祉法人を指定して寄付する受配者指定寄付金について、制度の周

知を図るとともに、照会対応や受け入れ、審査及び配分を行う。
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10 顕彰の実施

(1) 本会の顕彰の実施
共同募金運動に貢献された個人・団体及び多額の寄付をされた個人、団体

を本会 の顕彰規程により顕彰する。
(2) 国等の顕彰への推薦

① 中央共同募金会顕彰規程による推薦
② 厚生労働大臣表彰及び感謝状の推薦

11 奉仕者事故見舞金制度の実施

共同募金運動に従事する共同募金委員会の役職員及び奉仕者が、奉仕活動を
原因として傷病し、又は死亡した場合は、当該見舞金制度に基づき中央共同募
金会に申請を行う。

12 法人の適正な運営

(1) 理事会、評議員会、評議員選任･解任委員会の開催
(2) 配分委員会の開催
(3) 共同募金事務の迅速・適正な実施

① 市町村共同募金委員会職員研修会開催及び中央共募主催研修会への参加
② 共同募金委員会の事務考査の実施
③ 助成事業の評価
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令和６年度 鹿児島県共同募金会 月別主要行事等

月 業務・会議等 委託業務・その他

４ ・共同募金委員会会長・事務局長会議 4/24) ○受配者指定寄付金等関係（県社協と共催） (

・監事監査（令和５年度共同募金会業務・会計）(4/26) ・中央共同募金会へ進達（申し込みの

・ 中央）都道府県共同募金会 職員会議 (4/18-19) 都度毎月）（

・令和５年度事業報告及び収支決算書作成 ○(財)中央競馬馬主社会福祉財団関係

・令和５年度共同募金運動結果報告作成 ・令和６年度要望取りまとめ

・令和６年度共同募金助成要望とりまとめ

５ ・配分委員会（令和６年度目標額・配分計画） ○(財)中央競馬馬主社会福祉財団関係

・理事会（令和６年度目標額・助成計画・令和６年度補 ・助成事業推薦委員会

正予算・令和５年度事業報告・収支決算 等）

・評議員選任・解任委員会

・令和６年度助成計画明細入力（はねっとシステム）

・共同募金関係被表彰候補者の推薦依頼

６ ・評議員会（令和６年度目標額・助成計画・令和６年度 ○(財)中央競馬馬主社会福祉財団関係

補正予算・令和５年度事業報告・収支決算 等） ・助成申請書提出

・ 中央）理事会（6/4) 評議員会（6/19)（

・令和６年度共同募金運動用資材要望調査

・共同募金運動功労者の推薦依頼

７ ・ 中央）赤い羽根全国ミーティング(7/3～4 長野市） ○(財)中央競馬馬主社会福祉財団関係（

・ 中央）都道府県共同募金会 常務理事・事務局長会 ・助成事業決定（

議(7/16～17)

（ ）・九州 共同募金会常務理事・事務局長会議 長崎県ブロック

・九州 共同募金会職員研究協議会（福岡県）ブロック

・共同募金運動資材作成（チラシ、領収書 等）

８ ・市町村共同募金委員会担当者研修会（鹿児島市）

・共同募金運動用資材発送

９ ・ 中央）赤い羽根空の第一便伝達式（

・共同募金運動開始 関係団体等へのあいさつ回り

・共同募金運動準備
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月 業務・会議等 委託業務・その他

１０ ○令和６年度共同募金運動開始

・赤い羽根空の第一便伝達式・街頭募金（出水市 10/1)

・地域福祉推進大会（県・県社協共催）

(10/25 鹿児島市民文化ホール）募金功労者等表彰

・ 中央）共同募金キックオフイベント（

・令和６年度共同募金地域福祉活動支援事業公募

（10/1～11/30)

１１ ・ 中央）都道府県共同募金会 職員研修（11/7～8)（

・ 中央）理事会（11/13）（

・ 中央）全国社会福祉大会（11/26 東京）（

・理事会、評議員選任・解任委員会、評議員会（役員、

評議員等の任期中の辞任があった場合の後任選任）

１２ ○地域歳末たすけあい運動（12/1～31)

○NHK歳末たすけあい（12/1～25)

・ＮＨＫ歳末たすけあい・海外たすけあいセレモニー

・ＮＨＫ歳末たすけあい贈呈式

１ ・令和６年度募金実績各種集計 ○(財)中央競馬馬主社会福祉財団関係

・令和６年度共同募金（地域歳末たすけあい募金）助成 ・助成要望書受付（～3/31）

決定明細入力（はねっとシステム）

２ ・配分委員会（令和６年度募金分配案）

・ 中央）都道府県共同募金会 常務理事・事務局長会（

議(2/7)

・ 中央）理事会（2/21)（

３ ・理事会（令和６年度募金の配分及び令和７年度事業計

画・収支予算 ほか）

・評議員会（令和６年度募金の配分及び令和７年度事業

計画・収支予算 ほか）

・ 中央）評議員会（3/7)（

・令和６年度共同募金（一般募金）助成決定明細の入力

（はねっとシステム）
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令和６年度 資金収支予算書



（単位：千円）

253,000 259,500 △ 6,500

35,001 35,001 0

1 1 0

1,001 2 999

0 0 0

0 0 0

205 205 0

0 0 0

7 7 0

その他の収入 132 132 0

0 0 0

289,347 294,848 △ 5,501

21,797 20,730 1,067

15,186 15,309 △ 123

5,802 5,580 222

223,656 241,151 △ 17,495

34,000 34,000 0

1 1 0

1 1 0

1,001 2 999

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,827 3,637 190

0 0 0

0 0 0

305,271 320,411 △ 15,140

△ 15,924 △ 25,563 9,639

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

605 0 605

0 0 0

0 0 0

0 0 0

605 0 605

△ 605 0 △ 605

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

24,002 26,002 △ 2,000

0 0 0

24,002 26,002 △ 2,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

423 254 169

0 0 0

423 254 169

23,579 25,748 △ 2,169

1,000 1,000 0

6,050 △ 815 6,865

91,218 92,033 △ 815

97,268 91,218 6,050

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

法人全体  資金収支予算書 （第1号第1様式）

（自）令和６年４月１日　　　（至）令和７年３月３１日

当年度予算 前年度予算 差異 備　　考

収
入
共同募金収入

支
出
人件費支出

事業費支出

共同募金以外寄付金収入

受配者指定寄付金返還金収入

受取利息配当金収入

経常収入計（１）

災害義援金支出

設備資金借入金元金償還支出

災害義援金収入

区域外災害等準備金収入

経常経費補助金収入

事業収入

災害等準備金配分金支出

ファイナンス・リース債務の返済支出

施設整備等収入計（４）

分担金支出

事務費支出
共同募金配分金支出

共同募金以外寄付金配分金支出

受配者指定寄付金返還金支出

緊急配分金支出

固定資産取得支出

固定資産除却・廃棄支出

その他の施設整備等による収入

固定資産売却収入

施設整備等寄付金収入

設備資金借入金収入

支払利息支出

区域外配分金返還金支出

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）－（８）

　　　予備費支出（１０）

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

　　　前期末支払資金残高（１２）

　　　当期末支払資金残高（1３）＝（１１）＋（１２）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入
長期運営資金借入金元金償還寄付金収入

その他の活動による収入

その他の活動収入計（７）
支
出
長期運営資金借入金元金償還支出

その他の活動支出計（８）

その他の活動による支出

その他の施設整備等による支出

長期運営資金借入金収入

長期貸付金回収収入

投資有価証券売却収入

施設整備等支出計（５）

勘 定 科 目

積立資産取崩収入

長期貸付金支出

投資有価証券取得支出

積立資産支出

分担金収入

流動資産評価益等による資金増加額

災害ボランティア・NPO活動配分金支出

収
入

施設整備等補助金収入

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）－（５）

流動資産評価損等による資金減少額

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

支
出

9



（単位：千円）

253,000 259,500 △ 6,500

213,402 217,591 △ 4,189

法人募金以外の収入 182,886 186,911 △ 4,025

法人募金の収入 30,516 30,680 △ 164

36,598 37,909 △ 1,311

法人募金以外の収入 33,011 35,066 △ 2,055

法人募金の収入 3,587 2,843 744

3,000 4,000 △ 1,000

法人募金以外の収入 2,950 3,950 △ 1,000

法人募金の収入 50 50 0

35,001 35,001 0

35,000 35,000 0

1 1 0

1 1 0

1,001 2 999

1 1 0

1,000 1 999

0 0 0

0 0 0

205 205 0

205 205 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

7 7 0

132 132 0

81 81 0

51 51 0

0 0 0

289,347 294,848 △ 5,501

21,797 20,730 1,067

1,320 1,282 38

14,804 14,400 404

1,821 1,535 286

539 526 13

0 0 0

433 217 216

2,880 2,770 110

15,186 15,309 △ 123

548 585 △ 37

1,291 1,372 △ 81

1,587 1,356 231

6 44 △ 38

5 5 0

20 0 20

2,591 2,643 △ 52

544 308 236

6,700 7,059 △ 359

222 231 △ 9

681 692 △ 11

174 161 13

364 375 △ 11

346 353 △ 7

24 25 △ 1

83 100 △ 17

5,802 5,580 222

116 116 0

0 0 0

1,356 1,105 251

291 279 12

982 993 △ 11

320 393 △ 73

80 80 0

0 0 0

1 1 0

864 826 38

90 82 8

21 0 21

3 10 △ 7

473 480 △ 7

支
出

事務費消耗品費支出
印刷製本費支出
水道光熱費支出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

燃料費支出

法定福利費支出

地域歳末たすけあい募金収入

ＮＨＫ歳末たすけあい募金収入

手数料収入

分担金収入

事業活動収入計（１）
人件費支出
役員報酬支出
職員給料支出
職員賞与支出
非常勤職員給与支出

印刷製本費支出
水道光熱費支出

事業費支出
旅費交通費支出

経常経費補助金収入

頒布収入
広告料収入

　　資金収支予算書　　　　　（第1号第４様式）

（自）令和６年４月１日　　　（至）令和７年３月３１日

勘 定 科 目 当年度予算 前年度予算 差異 備　　考

共同募金収入
一般募金収入

収
入

共同募金以外寄付金収入
特定・指定寄付金収入

受配者指定寄付金返還金収入
災害義援金収入
受入災害義援金収入

その他の収入
配分金戻入

受取利息配当金収入

参加料収入

事業収入

その他の寄付金収入

受託金収入

他県受入災害義援金収入
区域外災害等準備金収入

消耗器具備品費支出

派遣職員費支出

燃料費支出
修繕費支出
通信運搬費支出
会議費支出
広報費支出
業務委託費支出
手数料支出
保険料支出
賃借料支出
車輌費支出
保守料支出

事務費支出

手数料支出

退職給付支出

業務委託費支出

雑支出

福利厚生費支出

旅費交通費支出
研修研究費支出

通信運搬費支出
修繕費支出

職員被服費支出

会議費支出
広報費支出

雑収入
流動資産評価益等による資金増加額
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（単位：千円）

0 0 0

297 320 △ 23

813 804 9

18 13 5

40 40 0

10 10 0

3 3 0

0 1 △ 1

24 24 0

223,656 241,151 △ 17,495

184,208 199,392 △ 15,184

36,598 37,909 △ 1,311

地域歳末たすけあい配分金支出 36,598 37,909 △ 1,311

一般募金充当金配分金 0 0 0

2,850 3,850 △ 1,000

34,000 34,000 0

34,000 34,000 0

0 0 0

1 1 0

1 1 0

1,001 2 999

1 1 0

1,000 1 999

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,827 3,637 190

0 0 0

0 0 0

305,271 320,411 △ 15,140

△ 15,924 △ 25,563 9,639

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

605 0 605

605 605

0 0

0 0

0 0

0 0

605 0 605

△ 605 0 △ 605

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

24,002 26,002 △ 2,000

1 1 0

24,000 26,000 △ 2,000

1 1 0

0 0 0

24,002 26,002 △ 2,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

423 254 169

421 252 169

0 0 0

2 2 0

0 0 0

423 254 169

23,579 25,748 △ 2,169

1,000 1,000 0

6,050 △ 815 6,865

91,218 92,033 △ 815

97,268 91,218 6,050

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）－（８）

　　　予備費支出（１０）

積立資産支出

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

配分調整積立資産支出

その他の活動による支出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

長期運営資金借入金元金償還支出

投資有価証券売却収入

施設整備等支出計（５）

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

器具什器費支出

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）－（５）

支
出

災害等緊急措置積立資産支出

災害等緊急措置積立資産取崩収入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

設備資金借入金元金償還支出

固定資産除却・廃棄支出

　　　前期末支払資金残高（１２）
　　　当期末支払資金残高（1３）＝（１１）＋（１２）

固定資産売却収入

その他の活動支出計（８）

投資有価証券取得支出

固定資産取得支出

長期貸付金支出

施設整備等寄付金収入

退職給付引当資産取崩収入
配分調整積立資産取崩収入

器具及び備品売却収入
ソフトウエア売却収入

施設整備等収入計（４）

その他の施設整備等による支出

積立資産取崩収入

その他の活動による収入
その他の活動収入計（７）

流動資産評価損等による資金減少額
事業活動支出計（２）

器具及び備品取得支出
ソフトウエア取得支出

設備資金借入金収入

施設整備等補助金収入

前年度予算 差異

渉外費支出

勘 定 科 目

保守料支出

受配者指定寄付金返還金支出

分担金支出

その他の寄付金配分金支出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

ＮＨＫ歳末たすけあい配分金支出
共同募金以外寄付金配分金支出
特定・指定寄付金配分金支出

他県災害義援金送付金支出
災害等準備金配分金支出
区域内配分金支出

区域外配分金返還金支出

区域外配分金支出
災害ボランティア・NPO活動配分金支出

備　　考当年度予算

長期貸付金回収収入

支
出

退職給付引当資産支出

諸会費支出

賃借料支出
土地・建物賃借料支出
租税公課支出

災害義援金支出

一般募金配分金支出
地域歳末たすけあい配分金支出

雑支出
共同募金配分金支出

収
入
長期運営資金借入金元金償還寄付金収入

緊急配分金支出

災害義援金配分金支出

保険料支出

その他の施設整備等による収入

長期運営資金借入金収入

収
入

ファイナンス・リース債務の返済支出

支払利息支出

（自）令和６年４月１日　　　（至）令和７年３月３１日
　　資金収支予算書　　　　　（第1号第４様式）
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社会福祉法人名 ： 社会福祉法人 鹿児島県共同募金会 （別紙３（⑩））
（単位：千円）

本部 寄付金 災害等準備金 災害たすけあい義援金

0 253,000 0 0 253,000
0 213,402 0 0 213,402

法人募金以外の収入 182,886 182,886
法人募金の収入 30,516 30,516

0 36,598 0 0 36,598

法人募金以外の収入 33,011 33,011
法人募金の収入 3,587 3,587

0 3,000 0 0 3,000

法人募金以外の収入 2,950 2,950
法人募金の収入 50 50

0 35,001 0 0 35,001
35,000 35,000

1 1
1 1

0 0 0 1,001 1,001
1 1

1,000 1,000
0 0

0
205 0 0 0 205
205 205

0
0
0
0
0

2 5 0 7
50 82 0 0 132
0 81 0 81
50 1 0 51

0
257 288,089 0 1,001 289,347

21,797 0 0 0 21,797
1,320 1,320
14,804 14,804
1,821 1,821
539 539
0 0
433 433
2,880 2,880
15,186 0 0 0 15,186
548 548
1,291 1,291
1,587 1,587
6 6
5 5
20 20

2,591 2,591
544 544
6,700 6,700
222 222
681 681
174 174
364 364
346 346
24 24
83 83

5,802 0 0 0 5,802
116 116
0 0

1,356 1,356
291 291
982 982
320 320
80 80
0 0
1 1
864 864
90 90
21 21
3 3
473 473
0 0
297 297

共同募金以外寄付金収入
特定・指定寄付金収入

受配者指定寄付金返還金収入
災害義援金収入

経常経費補助金収入

参加料収入

他県受入災害義援金収入
区域外災害等準備金収入

事業収入
受託金収入

受入災害義援金収入

流動資産評価益等による資金増加額

事業費支出

非常勤職員給与支出
派遣職員費支出
退職給付支出
法定福利費支出

旅費交通費支出

職員給料支出
職員賞与支出

サービス区分
勘 定 科 目

　　資金収支予算明細書　　　　　　

共同募金収入
一般募金収入

合計

（自）令和６年４月１日　　　（至）令和７年３月３１日

収
入

頒布収入
広告料収入

分担金収入
手数料収入

事業活動収入計（１）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

受取利息配当金収入
その他の収入

ＮＨＫ歳末たすけあい募金収入

地域歳末たすけあい募金収入

その他の寄付金収入

人件費支出
役員報酬支出

配分金戻入
雑収入

消耗器具備品費支出
印刷製本費支出
水道光熱費支出
燃料費支出
修繕費支出
通信運搬費支出
会議費支出
広報費支出
業務委託費支出
手数料支出
保険料支出

福利厚生費支出
職員被服費支出

事務費支出

旅費交通費支出

印刷製本費支出

燃料費支出
修繕費支出

水道光熱費支出

会議費支出
広報費支出

賃借料支出
車輌費支出
保守料支出
雑支出

通信運搬費支出

手数料支出
業務委託費支出

保険料支出
賃借料支出

支
出

研修研究費支出
事務費消耗品費支出
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社会福祉法人名 ： 社会福祉法人 鹿児島県共同募金会 （別紙３（⑩））
（単位：千円）

本部 寄付金 災害等準備金 災害たすけあい義援金

813 813
18 18
40 40
10 10
3 3
0 0
24 24
0 222,116 1,540 0 223,656

182,668 1,540 184,208
0 36,598 0 0 36,598

地域歳末たすけあい配分金支出 36,598 0 36,598
一般募金充当金配分金支出 0 0 0

2,850 0 2,850
0 34,000 0 0 34,000

34,000 34,000
0 0
1 1
1 1

0 0 0 1,001 1,001
1 1

1,000 1,000
0 0 0 0 0

0 0
0 0

0
0 0

3,827 3,827
0
0

46,612 256,118 1,540 1,001 305,271
△ 46,355 31,971 △ 1,540 0 △ 15,924

0 0
0 0
0 0
0 0 0 0 0
0 0
0 0
0 0
0 0 0 0 0
0 0
605 0 0 0 605
605 605
0 0
0 0
0 0
0 0

605 0 0 0 605
△ 605 0 0 0 △ 605

0 0
0 0
0 0
0 0
1 24,001 0 0 24,002
1 1
0 24,000 24,000

1 1
48,380 7,590 55,970

0 0
14,458 0 0 0 14,458
14,458 14,458

0 0
62,839 24,001 7,590 0 94,430

0 0
0 0
0 0

421 2 0 0 423
421 421
0 0 0

2 2
0 55,970 55,970
0 0 0

14,458 0 0 0 14,458
0 0

14,458 14,458
14,879 55,972 0 0 70,851
47,960 △ 31,971 7,590 0 23,579
1,000 1,000
0 0 6,050 0 6,050

45,000 46,218 91,218
0 45,000 52,268 0 97,268　　　当期末支払資金残高（1３）＝（１１）＋（１２）

その他の施設整備等による支出

　　　予備費支出（１０）

災害義援金配分金支出

災害ボランティア・NPO活動配分金支出

その他の寄付金配分金支出

勘 定 科 目

　　資金収支予算明細書　　　　　　
（自）令和６年４月１日　　　（至）令和７年３月３１日

器具什器費支出

合計
サービス区分

事
業
活
動
に
よ
る
収
支 一般募金配分金支出

特定・指定寄付金配分金支出

受配者指定寄付金返還金支出

保守料支出

緊急配分金支出

諸会費支出

他県災害義援金送付金支出

支払利息支出

法人内部間取引収入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入
長期運営資金借入金元金償還寄付金収入

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

長期運営資金借入金元金償還支出

法人内部間取引支出

　　　前期末支払資金残高（１２）

退職給付引当資産支出

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）－（５）

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

設備資金借入金元金償還支出

その他の施設整備等による収入

支
出

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）－（８）

配分調整積立資産支出

本会への支出
共同募金委員会への支出

器具及び備品取得支出
ソフトウエア取得支出

災害等緊急措置積立資産支出

長期貸付金回収収入

支
出

その他の活動支出計（８）

投資有価証券売却収入

災害等緊急措置積立資産取崩収入

その他の活動収入計（７）

退職給付引当資産取崩収入
積立資産取崩収入

その他の活動による支出

配分調整積立資産取崩収入

サービス区分間繰入金収入

長期貸付金支出
投資有価証券取得支出

固定資産除却・廃棄支出
ファイナンス・リース債務の返済支出

固定資産取得支出

施設整備等支出計（５）

長期運営資金借入金収入

積立資産支出

その他の活動による収入

租税公課支出

サービス区分間繰入金支出

共同募金委員会からの収入
本会からの収入

地域歳末たすけあい配分金支出

ＮＨＫ歳末たすけあい配分金支出
共同募金以外寄付金配分金支出

区域内配分金支出

流動資産評価損等による資金減少額

区域外配分金支出

区域外配分金返還金支出
分担金支出

施設整備等収入計（４）

施設整備等寄付金収入
設備資金借入金収入

器具及び備品売却収入
ソフトウエア売却収入

固定資産売却収入

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

支
出

施設整備等補助金収入

事業活動支出計（２）

災害義援金支出

共同募金配分金支出

災害等準備金配分金支出

渉外費支出

雑支出

土地・建物賃借料支出
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